
新金線旅客化検討委員会報告書（令和７年１月）【概要版】

▶ 現行の法令や基準、施設の現況の中で検討を行う

▶ 貨物列車や工事用臨時列車の運行は今後も存続するものとして検討を行う

▶ 鉄道用地の活用を基本とし、一般用地の活用は最小限となるよう検討を行う

新金線の概要
▶ 新小岩と⾦町を結ぶ延⻑約6.6㎞の

貨物路線
▶ 運行本数 上下合計9本/日＋臨時列車

▶既存の貨物線の⻄側に複線用の
用地が確保されている

整備手法の検討

新金線旅客化に求められる機能

旅客化による３つの効果

新⾦線旅客化は、新たな地域公共交通として位置付け、「誰もが自由に移動、交流、参加
できる社会に向け、まちの価値を高め、将来にわたって、安全・安心・快適で暮らしやす
く、魅力あふれる地域社会の構築に貢献する交通機関」を目指す
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（芳賀・宇都宮LRT）
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連節車
両

複線用地に新たに専用道路
を整備する方法

旅客線と貨物線を分離して
専用道路を整備

既存の貨物線の線路を旅客車
両が⾛行する整備方法

旅客線と貨物線を共用

複線用地に新たに鉄軌道を
整備する方法

旅客線と貨物線を分離して
鉄軌道を整備

▶沿線地域の公共交通の充実

▶区内の広域拠点を繋ぐ軸としての役割

▶まちづくりへの効果などまちの持続的
な発展への寄与

▶発着時間が読め、安心して乗ることができる （定時性）

▶区内の南北拠点間を短時間で行き来することができる （速達性）

▶南北の基幹的な交通需要に対応した乗車定員、運行本数 （輸送力）

▶新たなまちのシンボルとなる魅力ある交通機関 （シンボル性）

▶誰もがわかりやすく、利用しやすいサービス （利便性・快適性）

▶カーボンニュートラルを見据えた、環境にやさしい交通機関 （環境課題への対応）

新⾦線を旅客化するにあたり、旅客線と貨物線で線路を共用するか、分離するかによって
整備手法が異なるため、複数のケースを設定して検討を行った。

検討の前提条件

連節車両

１．新金線旅客化の意義・目的 ２．旅客化の検討

※貨物線と併存して運行するため、既存線路
に加え、行き違い用の線路を一定程度設ける

想定車両イメージ 想定車両イメージ
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（１）金町駅への接続
金町駅構内の既存線路は現在すべて使用されており、旅客車両の走行や、新たに旅客線を

整備する余地がない。
【検討の方向性】
①旅客線を高架化し高架駅で発着 ②一般道路を走行して駅前広場で発着

（２）国道６号との交差
国道６号の交通状況に影響を与えないよう交差する必要がある。

【検討の方向性】
①旅客線・貨物線ともに高架化 ②旅客線のみ高架化 ③平面交差
④一般道路を走行して平面交差

（３）高砂踏切付近
既存の貨物線の⻄側に複線用地が存在しているが、高砂踏切付近のみ貨物線が⻄側へ移設

されているため、複線用地を連続的に活用することができない。
【検討の方向性】
①旅客線・貨物線ともに高架化 ②旅客線のみ高架化 ③既存貨物線上を走行
④一般道路を走行して迂回

金町駅

新小岩駅

ルート上の主な課題と検討の方向性

ケース設定 整備手法、導入車両、ルート上の課題への対応方法を踏まえて以下のケースを設定

￥

[凡 例]
貨物線(現線) 旅客線(一般道)
旅客線(新線) 駅各ケースの配線略図

ケースＡ ケースＢ

ケースＣ ケースＤ

ケースＥ ケースＦ

2/3



事業化に向けて

各ケースの比較

本検討における各ケース間では、事業性、機能性、施設計画においてそれぞれ課題が異なる。このため、区が事業化を進めていく際には、こうした各ケースにおける課題の相関関係を考慮すると
ともに、所要時間の短縮や資金調達方法など、更なる機能性や事業性の向上についても検討を深めていくことが望ましい。また、貨物列車の運行や道路交通、周辺住環境などへの影響についても、
関係機関と引き続き協議を行い、詳細に検討していくことが必要である。
なお、本検討は、現行の法制度や計画、施設の現況等に基づくものであるが、将来に向けては、鉄道施設の使用状況や周辺道路交通などの外部環境の変化、自動運転等の技術の進展などにも注視

し、実現を目指していくことが望まれる。今後は、本検討を基に、関係機関のみならず、沿線を中心とした地域との連携・協働も図り、地域に根差す交通機関としての将来像を描きながら、持続的
な地域公共交通ネットワークとなるようさらに取組を進めていただきたい。

３．検討ケースのまとめと今後の展望

※１：需要予測のモデルは、
交通政策審議会第198号
答申における鉄道需要
予測の考え方を踏まえ
た四段階推定法を使用

※２：概算事業費は現時点に
おける調査・検討を基
に試算しており、検討
の深度化により変更の
可能性がある。また、
工事費は鉄道工事実績
等を参考にデフレー
ターを考慮し算出、用
地費は路線価を補正し
算出したものであり、
JR東およびJR貨物とは
未調整である。

※３：「鉄道プロジェクトの
評価手法マニュアル
(2012年改訂版)」(国土
交通省鉄道局)に基づき、
試算
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